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（公財）原子力環境整備促進・資金管理センター 

           第３５回 最終処分積立金運用委員会 議事録 

 
１．日 時  平成２９年 ６月１２日（月）１５：００～１７：００ 
 
２．場 所  東京都中央区月島１－１５－７ 

原子力環境整備促進・資金管理センター（第一・第二会議室） 
 

３．委員の現在数  ５名 

          

４．出席した委員の氏名 

        委員長 浅野 幸弘 

委 員 神谷 髙保 

        委 員 井潟 正彦 

        委 員 伊藤 敬介 

        委 員 山崎 元 

                 以上 ５名 出席 

 

５．議 題 

  Ⅰ．最終処分積立金運用実績（平成２８運用年度実績及び平成２９年４月末実績） （報告） 

  Ⅱ．平成２９運用年度最終処分積立金運用計画変更（案）            （審議） 

 

６．開 会 

  事務局から、本日の第３５回最終処分積立金運用委員会は、同運営規則第４条の規定による定

足数を満たしているので、有効に成立している旨の報告があった。 

続いて、髙橋理事長が開会の挨拶を述べ、議事に入った。 

 

７．議事の概要 

  事務局から、上記５．の議題について、下記の説明を行った。 

 

Ⅰ．最終処分積立金運用実績（平成２８運用年度実績及び平成２９年４月末実績） 

第一種最終処分積立金の平成２８運用年度債券購入額は、平成２７年度積立金受入額などから

原子力発電環境整備機構への取戻額を差し引いた額に当期の償還額と利息収入を加えた額７５

０億円となった。その内訳は、国債１３億円（２％）、政府保証債２２１億円（２９％）、地方債

２２１億円（３０％）、事業債等２９５億円（３９％）となり、計画通り達成できた。 
平成２８年度購入債券の平均利回りは０.０８％で、評価基準である‘当年度の運用計画をベ

ースに加重平均した国債応募者利回り’△０.０７％を上回った。 
平成２９運用年度債券購入額は、積立金受入額から原子力発電環境整備機構への取戻額を差

し引いた額に、当期の償還額と利息収入を加え、７８３億円を見込む。平成２９年４月末実績

では、ほぼ計画通り購入を実施している。 
また、保有している地方債及び事業債等の中で要注意区分とされている債券については、Ｔ
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スプレッドの状況や発行体の経営状態などを勘案し、現時点において、売却を要する状況には

ない。 

 
第二種最終処分積立金の平成２８運用年度債券購入額は、平成２７年度積立金受入額などか

ら原子力発電環境整備機構への取戻額を差し引き、当期の償還額と利息収入を加えた額９５億

円となった。その内訳は、５年国債０億円（０％）、地方債３８億円（４０％）、事業債等５７

億円（６０％）となり、ほぼ計画通り達成できた。 
平成２９運用年度債券購入額は、平成２８年度積立金受入額から原子力発電環境整備機構への

取戻額を差し引き、当期の償還額と利息収入を加えた額８１億円を見込む。平成２９年４月末実

績では、ほぼ計画通り購入を実施している。 
 

   ※運用年度対象期間は３月から２月まで。 

 

上記Ⅰ.の報告について意見交換を行った。 

 

Ⅱ.平成２９運用年度最終処分積立金運用計画変更（案） 

 

 長期国債の利回りはゼロ金利程度が見込まれるが、足元はプラス圏で推移していることを踏

まえ、柔軟性をさらに持たせるために購入比率の乖離許容幅等について変更することとした。 

 

上記Ⅱ.の議題について、審議した結果、了承した。 

 

８．次回スケジュール 

  平成３０年１月下旬から２月上旬を目途に開催したい。 

 

９．閉 会 

 

＜委員会で寄せられた意見＞ 

Ⅰ．最終処分積立金運用実績（平成２８運用年度実績及び平成２９年４月末実績） 

  ○運用計画通りに運用されており問題はない。 

 

Ⅱ.平成２９運用年度最終処分積立金運用計画変更（案） 

  ○平成２９運用年度の運用計画変更については、事務局案通りでよい。 

 〇次回の委員会までに、第一種積立金について、当初計画から国債の購入割合を５０％にするこ

とが可能か検討してはどうか。 

 

                                        以 上 

事務局：資金管理業務部 ＴＥＬ：03-3534-4581 


